
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

     〔資　産　の　部〕      〔負　債　の　部〕

 流　動　資　産 4,088,166  流　動　負　債 2,306,329

現 金 及 び 預 金 2,005,423 買 掛 金 515,977

売 掛 金 1,789,997 未 払 金 160,724

仕 掛 品 183,289 未 払 費 用 854,428

前 払 費 用 96,814 未 払 法 人 税 等 2,658

未 収 入 金 17,032 預 り 金 16,540

貸 倒 引 当 金 ( 短 期 ) △ 10,456 賞 与 引 当 金 756,000

短 期 預 け 金 6,055

そ の 他 10

 固　定　資　産 1,399,061  固　定　負　債 1,370,478

  有形固定資産 211,293 資 産 除 去 債 務 1,474

建 物 12,961 退 職 給 付 引 当 金 1,290,924

建 物 附 属 設 備 154,875 永 年 勤 続 引 当 金 78,080

構 築 物 2,115 負 債 合 計 3,676,807

車 両 運 搬 具 635

工 具 器 具 備 品 40,704

     〔純  資  産  の  部〕

  無形固定資産 114,951  株　主　資　本 1,810,420

ソ フ ト ウ ェ ア 114,699 資　　本　　金 98,000

電 話 加 入 権 252 資  本  剰  余  金 73,881

資 本 準 備 金 73,881

  投資その他の資産 1,072,815 利 益 剰 余 金 1,638,538

保 証 金 137,086 利 益 準 備 金 24,500

繰 延 税 金 資 産 935,988 その他利益剰余金 1,614,038

貸 倒 引 当 金 ( 長 期 ) △ 259 繰越利益剰余金 1,614,038

純 資 産 合 計 1,810,420

資 産 合 計 5,487,227 負債・純資産合計 5,487,227

貸　借　対　照　表

（2023年 3月31日現在）

(単位：千円、切り捨て）
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14,936,132

13,192,302

1,743,829

1,242,932

500,897

1,720 1,720

3,338 3,338

499,279

499,279

2,660

107,630 110,290

388,989当 期 純 利 益

そ の 他

営 業 外 費 用

そ の 他

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人 税、住民 税及 び事業税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 収 益

損　益　計　算　書

2022年 4月　  1日から
2023年 3月　31日まで

(単位：千円、切り捨て）

科　　　目 金　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益
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3．損益計算書に関する注記

2．貸借対照表に関する注記

個　別　注　記　表

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の法定繰入率に基づき、

回収不能見込額を計上しております。

また、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上しており

ます。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生しているものと認められる額を計上しております。

なお、役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100 ％を計上して

おり、当期末要支給額（23,727 千円）は退職給付引当金に含めて計上しております。

④永年勤続引当金

当期末における引当金を表彰規程に基づき、計上しております。

（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産・・・定率法を採用しております。ただし、2016 年 4 月 1 日以降に取得した

建物附属設備については、定額法を採用しております。

② 無形固定資産・・・定額法を採用しております。

（1）棚卸の評価基準および評価方法

評価基準は、原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）によっ

ております。

仕掛品・・・総平均法を採用しております。

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（1）有形固定資産の減価償却累計額

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

382,501

1,738,542

20,950

千円

千円

千円

関係会社との取引高

売 上 高

営業取引以外の取引高

14,520,803

0

千円

千円
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4．株主資本等変動計算書に関する注記

5．１株あたり情報に関する注記

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

2023年5月26日開催の第38回定時株主総会による決議

①配当金の総額

②1株当たりの配当金

③基準日

④効力発生日

392,394 千円

102,000 円

2023年3月31日

2023年5月29日

①1株当たりの純資産額

②1株当たりの当期純利益

470,605 円

101,114 円

71 銭

91 銭

（1）当期末日における発行済み株式の数

普通株式 3,847 株
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